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政 策

厚
生
労
働
省
関
係
予
算
・ 

施
策
の
あ
ら
ま
し

　

平
成　

年
度
の
厚
生
労
働
省
予
算
額

１６

は
、　

兆
１
、
９
１
０
億
円
（
う
ち
、

２０

社
会
保
障
関
係
費　

兆
６
、
３
９
１
億

１９

円
）、
前
年
度
当
初
予
算
額
に
比
べ
８
、

１
２
３
億
円
（
同
８
、
１
０
０
億
円
）、

４
・
２
％
（
同
４
・
３
％
）
増
加
し
て

お
り
、
一
般
会
計
歳
出
に
占
め
る
厚
生

労
働
省
予
算
割
合
は　

・
４
％
で
、
前

４２

年
度
よ
り
１
・
７
％
増
加
し
て
い
る
。

　

こ
の
う
ち
社
会
保
障
関
係
の
主
要
事

項
と
し
て
、
①
次
世
代
育
成
支
援
対
策

の
推
進
、
②
活
力
あ
る
高
齢
社
会
の
実

現
と
安
定
し
た
年
金
制
度
の
構
築
、
③

安
心
で
質
の
高
い
効
率
的
な
医
療
の
提

供
と
健
康
づ
く
り
の
推
進
、
④
障
害
者

の
自
立
・
社
会
参
加
の
推
進
と
良
質
な

福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
―
等
を
挙
げ
て

い
る
。

　

ま
た
、
現
下
の
厳
し
い
経
済
情
勢
の

中
、
少
子
高
齢
化
等
の
進
展
を
踏
ま

え
、
昨
年
度
同
様
に
「
新
エ
ン
ゼ
ル
プ

ラ
ン
」
や
「
ゴ
ー
ル
ド
プ
ラ
ン　

」
等

２１

の
施
策
の
強
化
・
拡
充
が
図
ら
れ
て
い

る
。

【
国
民
健
康
保
険
制
度
関
係
】

　

国
保
関
係
予
算
で
は
、
国
保
助
成
費

が
１
・
２
％
増
の
４
兆
１
、
３
５
４
億

円
（
前
年
度
予
算
比
４
８
５
億
円
増
）

と
、
当
初
予
算
で
は
過
去
最
高
額
が
計

上
さ
れ
た
。

　

内
訳
を
み
る
と
、
①
国
保
特
別
対
策

費
補
助
金
が　

・
２
億
円
（
う
ち
、
市

３８

町
村
等
分
が　

・
５
億
円
）、
②
国
保
広

１０

域
化
等
支
援
事
業
費
等
補
助
金
が　

・
５５

８
億
円
（
う
ち
、
国
保
広
域
化
等
支
援

基
金
が　

億
円
）、
③
療
養
給
付
費
等

５０

補
助
金
が
１
、
８
４
４
・
１
億
円
（
う

ち
、
出
産
育
児
一
時
金
等
補
助
金
が

　

・
７
億
円
）、
④
老
人
保
健
医
療
費
拠

４３出
金
補
助
金
が
１
、
０
４
４
・
９
億
円
、

⑤
介
護
納
付
金
補
助
金
が
２
７
２
・
０

億
円
、
⑥
療
養
給
付
費
等
負
担
金
が
１

兆
９
、
６
９
１
・
４
億
（
う
ち
、
療
養

給
付
費
負
担
金
が
１
兆
６
、
９
４
３
・

８
億
円
、
保
険
基
盤
安
定
等
負
担
金
が

２
、
７
２
０
・
６
億
円
、
事
務
費
負
担

金
が　

・
９
億
円
）、
⑦
老
人
保
健
医
療

２６

費
拠
出
金
負
担
金
が
８
、
１
５
５
・
４

億
円
、
⑧
介
護
納
付
金
負
担
金
が
２
、

４
９
４
・
６
億
円
、
⑨
財
政
調
整
交
付

金
が
５
、
０
２
３
・
６
億
円
、
⑩
老
人

保
健
医
療
費
拠
出
金
財
政
調
整
交
付
金

が
２
、
０
３
８
・
８
億
円
、
⑪
介
護
納

付
金
財
政
調
整
交
付
金
が
６
２
３
・
６

億
円
―
等
を
計
上
し
て
い
る
。

　

平
成　

年
度
に
導
入
さ
れ
、
２
年
目

１５

を
迎
え
る
「
保
険
者
支
援
制
度
」
は
４

６
０
億
円
（
前
年
度
比　

億
円
増
）
が

３１

計
上
さ
れ
た
。
低
所
得
者
を
多
く
抱
え

る
保
険
者
へ
、
被
保
険
者
一
人
当
た
り

の
収
納
保
険
料
額
の
一
部
を
公
費
補
填

す
る
制
度
で　

年
度
の
事
業
規
模
は
９

１６

２
０
億
円
を
見
込
ん
で
い
る
。

　

ま
た
、「
高
額
医
療
費
共
同
事
業
」
に

つ
い
て
は
、
平
成　

年
度
よ
り
対
象
医

１６

療
費
を　

万
円
に
拡
充
し
て
制
度
化
さ

７０

れ
、
国
保
助
成
費
４
８
１
億
円
を
計
上

し
た
。

【
老
人
保
健
福
祉
関
係
】

　

老
人
保
健
福
祉
関
係
予
算
は
、
８
・

５
％
増
の
２
兆
５
７
０
億
円
（
前
年
１

兆
８
、
９
６
１
億
円
）
が
計
上
さ
れ
た
。

こ
の
う
ち
介
護
保
険
制
度
に
つ
い
て

は
、
給
付
に
対
す
る
国
の
負
担
等
と
し

て
１
兆
７
、
９
２
１
億
円
（
１
、
９
２

９
億
円
、　

・
０
％
増
）
が
計
上
さ
れ

１２

た
。
内
訳
は
、
介
護
給
付
費
負
担
が
１

兆
、
９
０
３
億
円
（
１
、
２
９
４
億
円
、

　

・
５
％
増
）、
調
整
交
付
金
が
２
、
７

１３２
６
億
円
（
３
２
４
億
円
、　

・
５
％

１３

増
）、
財
政
安
定
化
基
金
負
担
金
が　
５０

億
円
（
３
億
円
、
５
・
７
％
減
）
―
等

と
な
っ
て
い
る
。

　

介
護
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
向
上
で
は　
１７

億
円
（
７
億
円
、　

％
増
）
が
計
上
さ

７０

れ
て
お
り
、
内
訳
は
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
の
研
修
等
に
よ
る
質
の
向
上　

億
１２

円
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
第
三
者
評
価
モ

特　集 
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デ
ル
事
業
の
実
施
や
福
祉
用
具
・
住
宅

改
修
の
適
正
な
活
用
な
ど
は
「
介
護
予

防
・
地
域
支
え
合
い
事
業
」
に
計
上
さ

れ
た
。

　

介
護
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
体
制
の
整
備

で
は
１
、
７
３
９
億
円
（
２
９
３
億
円
、

　

・
４
％
減
）、
内
訳
は
①
特
別
養
護
老

１４人
ホ
ー
ム
等
の
整
備
が
９
３
９
億
円
、

ユ
ニ
ッ
ト
ケ
ア
の
研
修
の
実
施
が
１
億

円
―
等
と
な
っ
て
い
る
。

　

痴
呆
性
高
齢
者
対
策
の
推
進
で
は

６
、
４
０
０
億
円
が
計
上
さ
れ
て
お

り
、
内
訳
は
地
域
に
お
い
て
介
護
技
術

の
指
導
に
当
た
る
者
の
養
成
者
研
修
や

修
了
者
を
対
象
と
し
た
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ

プ
研
修
の
実
施
、
痴
呆
性
高
齢
者
の
地

域
見
守
り
・
支
援
体
制
の
構
築
や
グ

ル
ー
プ
ホ
ー
ム
外
部
評
価
機
関
の
立
ち

上
げ
支
援
（「
介
護
予
防
・
地
域
支
え
合

い
事
業
」
に
計
上
）
―
等
と
な
っ
て
い

る
。

　

そ
の
他
介
護
予
防
対
策
等
の
充
実
で

は
４
０
０
億
円
―
等
が
計
上
さ
れ
た
。

　

ま
た
、
平
成　

年
度
よ
り
事
務
費
交

１６

付
金
（
昨
年
３
０
５
億
円
）
や
軽
費
老

人
ホ
ー
ム
事
務
費
補
助
金
、
介
護
予

防
・
地
域
支
え
合
い
事
業
の
う
ち
の
生

き
が
い
活
動
支
援
通
所
事
業
分
が
一
般

財
源
化
さ
れ
た
。

　

平
成　

年
度
が
最
終
年
度
と
さ
れ
て

１６

い
る
「
ゴ
ー
ル
ド
プ
ラ
ン　

」（
参
考
１

２１

参
照
）
の
整
備
量
は
、
①
特
別
養
護
老

人
ホ
ー
ム
が
１
４
、
５
０
０
人
分　

②

介
護
老
人
保
健
施
設
が
６
、
５
０
０
人

分
、
③
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
が
４
、
４
５

５
人
分
④
シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ
が
５
、
０

０
０
人
分
⑤
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
及
び
デ
イ

ケ
ア
が
９
６
０
ヶ
所
、
⑥
ケ
ア
ハ
ウ
ス

が
３
、
７
０
０
人
分
―
等
の
整
備
拡
充

を
目
標
と
し
て
い
る
。

【
児
童
家
庭
関
係
】

　

次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
の
制

定
及
び
改
正
児
童
福
祉
法
に
お
け
る
子

育
て
支
援
事
業
の
法
定
化
を
踏
ま
え
、

次
代
の
社
会
を
担
う
子
ど
も
が
健
や
か

に
生
ま
れ
、
か
つ
育
成
さ
れ
る
環
境
の

整
備
を
図
る
「
次
世
代
育
成
支
援
」
に

重
点
的
に
取
り
組
む
と
し
て
い
る
。

　

こ
の
た
め
子
育
て
家
庭
支
援
対
策
の

充
実
を
図
る
と
と
も
に
、
多
様
な
保
育

サ
ー
ビ
ス
の
推
進
、
子
育
て
生
活
に
配

慮
し
た
働
き
方
の
改
革
、
児
童
虐
待
防

止
対
策
、
母
子
保
健
対
策
、
母
子
家
庭

等
の
自
立
へ
の
支
援
な
ど
各
種
の
施
策

を
総
合
的
に
推
進
す
る
。

　

平
成　

年
度
予
算
で
は
、
①
子
育
て

１６

家
庭
支
援
対
策
の
充
実
と
し
て
３
、
２

６
８
億
円
、
②
多
様
な
保
育
サ
ー
ビ
ス

の
推
進
と
し
て
３
、
４
５
６
億
円
、
③

児
童
虐
待
へ
の
対
応
な
ど
要
保
護
児
童

対
策
等
の
充
実
と
し
て
、
１
８
１
億

円
、
④
子
ど
も
の
健
康
の
確
保
と
母
子

医
療
体
制
等
の
充
実
と
し
て
２
３
５
億

円
、
⑤
母
子
家
庭
等
自
立
支
援
対
策
の

推
進
と
し
て
３
、
１
１
８
億
円
―
等
が

計
上
さ
れ
た
。

　

な
お
、
公
立
保
育
所
の
運
営
費
に
つ

い
て
は
、
三
位
一
体
の
改
革
の
平
成　
１６

年
度
に
お
け
る
対
応
と
し
て
一
般
財
源

化
を
図
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

　

新
エ
ン
ゼ
ル
プ
ラ
ン
の
平
成　

年
度

１６

の
整
備
量
は
、
①
低
年
齢
児
の
受
入
れ

が
３
万
人
、
②
延
長
保
育
が
１
、
６
０

０
か
所
、
③
休
日
保
育
が
２
５
０
か

所
、
④
地
域
子
育
て
支
援
セ
ン
タ
ー
が

３
０
０
か
所
、
⑤
一
時
保
育
が
５
０
０

か
所
、
⑥
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
が
８
０

０
か
所
―
等
の
整
備
拡
充
を
目
標
と
し

て
い
る
。

選ぶならUFJの 
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　厚生労働省関係予算　

備　　　　　　　　　　考対 前 年 度
比較増△減

平成１６年度
予　算　額

平成１５年度
予　算　額事　　　　　　　項

億円億円億円

４．２％増８，１２３２０１，９１０１９３，７８７一 般 会 計

１．国民健康保険関係予算 （単位：千円）

備　　　　　　　　　　考対 前 年 度
比較増△減

平成１６年度
予　算　額

平成１５年度
予　算　額事　　　　　　　項

４８，５１３，７６２４，１３５，４９８，２７２４，０８６，９８４，５１０国民健康保険関係予算

・市町村等　１０．５億円　国保組合　２７．７億円△ ４２４，８００３，８２３，２００４，２４８，０００�国民健康保険特別対策費補
助金

・国保広域化推進支援事業　４億円△ ４４０，００８７，２０５，２４７７，６４５，２５５�国民健康保険団体連合会等
補助金

・国保広域化等支援基金　５０億円△ ４，０３９５，５８７，７７３５，５９１，８１２�国民健康保険広域化等支援
事業費等補助金

・国保組合への特別助成　２７６．２億円
（うち、高額医療費共同事業　２０．５億円）

△ ２，３０２，２４４
△ ３，０３１，２９４

７２９，０５０

１８４，４１５，８５１
１８０，０３８，４５１
４，３７７，４００

１８６，７１８，０９５
１８３，０６９，７４５
３，６４８，３５０

�療養給付費等補助金
・療養給付費補助金
・出産育児一時金等補助金

△ ２，０４４，０４１１０４，４９１，０７８１０６，５３５，１１９�老人保健医療費拠出金補助
金

３，９２２，００５２７，２０８，８９３２３，２８６，８８８�介護納付金補助金

・保険基盤安定制度
（保険料軽減分　１，７７３億円　保険者支援分　４６０億円）
基準超過　６億円　高額医療費共同事業　４８１億円
・国保組合（医療２６．２億円・介護０．８億円）
市町村事務費は一般財源化

１１１，１５１，２３２
９３，８５８，７４６
１８，５９６，５１３

△ １，３０４，０２７

１，９６９，１４２，６３２
１，６９４，３８５，６５５
２７２，０６０，４７４

２，６９６，５０３

１，８５７，９９１，４００
１，６００，５２６，９０９
２５３，４６３，９６１

４，０００，５３０

�療養給付費等負担金
・療養給付費負担金
・保険基盤安定等負担金

・事務費負担金

△ １１５，９４３，０１８８１５，５４８，２３６９３１，４９１，２５４�老人保健医療費拠出金負担
金

４３，２９６，０６７２４９，４６１，９５０２０６，１６５，８８３	介護納付金負担金

２９，４６４，３４５５０２，３６０，８６５４７２，８９６，５２０
財政調整交付金

△ ２８，９８５，７５４２０３，８８７，０５９２３２，８７２，８１３�老人保健医療費拠出金財政
調整交付金

１０，８２４，０１７６２，３６５，４８８５１，５４１，４７１�介護納付金財政調整交付金



（第三種郵便物認可） 第２４６６号平成１６年１月２６日３１ 町 村 週 報

政 策

２．老人保健福祉関係予算 （単位：百万円）

備　　　　　　　　　　考平成１６年度
予　 算　 額事　　　　　　　項

※平成１５年度予算額 １，８９６，１００２，０５７，０００老人保健福祉関係予算

１，７９２，１００
１，０９０，３００
２７２，６００
５，０００

�介護給付に対する国の負担等
・介護給付費負担金
・調整交付金
・財政安定化基金負担金

・利用者による良質なサービスの選択を支援するとともに、介
護サービスの質の向上を促すため、第三者による介護サービス
の質の評価等をモデル的に実施（「介護予防・地域支え合い事業」
に計上）

・介護実習・普及センターや在宅介護支援センター等を拠点と
して、地域リハビリテーション活動との連携の下に、福祉用具
の適合や住宅改修についての具体的な相談に応じるとともに、
介護支援専門員等に対し、福祉用具・住宅改修に関する研修を
行い、福祉用具・住宅改修の適正な活用を推進（「介護予防・
地域支え合い事業」に計上）

１，７００

１，２００

�介護サービスの質の向上
・介護サービスの第三者評価モデル事業の
実施（新規）

・ケアマネジメントの質の向上
・福祉用具・住宅改修の適正な活用

・特別養護老人ホーム等の整備を計画的に行うとともに、サテ
ライト方式によるデイサービスの推進を図るため、民家改修経
費等について支援を行う
・介護サービス事業者の管理者等を対象に、サービスの質の向
上を図るための研修

１７３，９００
９３，９００

１００

�介護サービス提供体制の整備
・特別養護老人ホーム等の整備推進

・ユニットケアの研修の実施

・痴呆性高齢者が住み慣れた地域で安心して生活することがで
きるよう、地域の見守り・支援体制（地方にやさしい地域づく
りネットワーク）の構築を進めるとともに、グループホームの
開設予定者に対する研修やグループホーム外部評価機関の立ち
上げ支援等を実施（「介護予防・地域支え合い事業」に計上）

６４０�痴呆性高齢者対策の推進

４０，０００�介護予防対策等の充実
・介護予防・地域支え合い事業
地方にやさしい地域づくりネットワー
ク形成事業（新規）
痴呆性高齢者地域生活支援事業（新規）
グループホーム開設予定者等研修事業
（新規）
グループホーム外部評価機関立ち上げ
支援事業（新規）

６，０００�適正化推進等

２９，５００
３，４００

２６，１００

�保健事業の推進
・Ｃ型肝炎等緊急総合対策の推進（老人保
健事業）
・保健事業第４次計画の着実な推進

（注）補助金等の一般財源化
・事務費交付金
・経費老人ホーム事務費補助金
・介護予防・地域支え合い事業のうち生き
がい活動支援通所事業分



町 村 週 報第２４６６号 （第三種郵便物認可） 平成１６年１月２６日 ３２

政 策

３．児童家庭関係予算 （単位：百万円）

備　　　　　　　　　　考平成１６年度
予　 算　 額事　　　　　　　項

２１３，８８９
１，５８８
２，０２１

１，８３９

１，９３０

３９７

８，７２０
２８０

※平成１５年度予算
・つどいの広場事業の推進 ８５ヵ所→５００ヵ所
・育児支援家庭訪問事業の創設（新規）
 ９５７市町村で実施
・乳幼児健康支援一時預かり事業の充実
 ４２５市町村→５００市町村
・子育て支援基盤整備事業の推進
 ２５０市町村→５００市町村
・子育て支援総合推進モデル事業の創設（新規）
都道府県：１０ヵ所　市町村：５０ヵ所

 ２，７００ヵ所→３，０００ヵ所
・放課後児童クラブの拡充
・児童ふれあい交流促進事業 ３５５ヵ所→３８５ヵ所

３２６，８４２
１１，１３０

５，０５１

１，９６２

５４
２９３，２１２

�子育て家庭支援対策の充実
・地域における子育て支援体制の強化

・地域子育て支援センターの整備
・児童の健全育成事業の推進

・ファミリー・サポート・センターの設置
促進
・子育てＮＰＯ等に対する支援の推進
・児童手当国庫負担金

４８５，５１１
３９，３１１
２，５５２
９００

３１，７５５
３８１

２，５６５
１，２２０

※平成１５年度予算
・保育所の受け入れ児童数の増大
・特定保育事業の充実
・駅前保育サービス提供施設等設置促進事業の拡充
・延長保育の推進 １１．５００ヵ所→１３，１００ヵ所
・休日保育の推進 ５００ヵ所→７５０ヵ所
・一時保育の推進 ４，５００ヵ所→５，０００ヵ所
・保育所地域活動事業の充実
 ９，９４８事業→１０，０４８事業

３４５，６２６�多様な保育サービスの推進
・待機児童ゼロ作戦の推進

・多様な保育サービスの提供

６，１９３

２，２９８
４，９９８
４５０
２２７

※平成１５年度予算

・施設の小規模化の推進
・ケア担当職員の質的・量的充実
・里親支援の拡充
・総合的な自立支援の拡充

１８，０６８�児童虐待への対応など要保護児童対策等の
充実
・児童虐待防止対策など児童の保護・支援
の充実

１８，４９５

１，１６１
１９８
５１５
１２７

※平成１５年度予算

・子ども家庭総合研究の推進
・周産期医療ネットワークの整備
・総合周産期母子医療センター運営費
・不妊専門相談センターの整備

２３，５１４

２，５４０
１２，８２２

�子どもの健康の確保と母子医療体制等の充
実
・子どもの健康・医療の確保
・周産期医療体制の充実

・不妊治療の経済的支援（新規）
・新たな小児慢性特定疾患対策の確立

２６９，４３９

８３２
８
４

※平成１５年度予算

・母子家庭等就業・自立支援センター事業の推進
・効果的な就業支援の推進（新規）
・自立に向けた効果的な支援の推進（新規）

３１１，７６３
２，６３０

４，９７０
３０１，８８２

�母子家庭等自立支援対策の推進
・母子家庭等の子育てと生活の支援の推進
・母子家庭等の自立のための就業支援

・母子寡婦福祉貸付金の充実
・児童扶養手当



（第三種郵便物認可） 第２４６６号平成１６年１月２６日３３ 町 村 週 報

政 策

（参考１）

ゴールドプラン２１の推進

（参考）
平 成 １６ 年 度
見　 込　 量

平 成 １６ 年 度
整　 備　 量

平 成 １５ 年 度
補 正 予 算 案区　　　　　分

３６万人分１４，５００人分１４，５００人分特別養護老人ホーム

２９．７万人分６，５００人分７，０００人分老人保健施設

３，２００箇所４，４５５人分４，５００人分痴呆性高齢者グループホーム

４，７８５千週
９．６万人分

（短期入所生活介護専用床）
５，０００人分５，０００人分短期入所生活介護

（ショートステイ）

１０５百万回
（２．６万箇所）９６０箇所７００箇所通所介護（デイサービス）

１０．５万人分３，７００人分３，７００人分ケアハウス

注：平成１６年度（　）の数値については、一定の前提条件の下で試算した参考値である。

�
�
�

�
�
�

（参考２）

新エンゼルプランの着実な推進

平成１６年度目　標　値平成１６年度平成１５年度

６８万人７０．４万人６７．４万人○低年齢児の受入れの拡大

１０，０００か所１３，１００か所１１，５００か所○延長保育の推進

３００か所７５０か所５００か所○休日保育の推進

５００市町村５００市町村４２５市町村○乳幼児健康支援一時預かりの推進

計
２，０００か所

２６８か所

累計
１，７９０か所
総計
【２，１８０か所】

２６８か所
１４’補正
４８か所

累計
１，５２２か所

○多機能保育所等の整備

３，０００か所３，０００か所２，７００か所○地域子育て支援センターの整備

３，０００か所５，０００か所４，５００か所○一時保育の推進

１８０か所３８５か所３５５か所○ファミリー・サポート・センターの整備

１１，５００か所１２，４００か所１１，６００か所○放課後児童クラブの推進

４７都道府県４７都道府県４７都道府県○フレーフレー・テレフォン事業の整備

４７都道府県４７都道府県４７都道府県○再就職希望登録者支援事業の整備

４７都道府県４７都道府県３７都道府県○周産期医療ネットワークの整備

１３年度
３６０地区
２次医療圏

３００地区３００地区○小児救急医療支援の推進

４７か所４７か所４２か所○不妊専門相談センターの整備

（注）１．待機児童ゼロ作戦を推進するため、１６年度においては、保育所の受入れ児童数を約５万人増加させることとしている。
２．多機能保育所等の整備の１６年度目標値累計２，０００か所及び１６年度の総計【　】については、少子化対策臨時特例交付金による計画数３９０
か所を含む。
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